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はじめに第一章
　
気候変動訴訟の展開（以上、本号）
第二章
　
気候変動訴訟の政策形成への影響
第三章
　
気候変動訴訟の事業者行動への影響
おわりに
はじめに
　
近年のアメリカでは、気候変動に起因する様々な訴訟が展開されている。それらには、①行政庁による気候変動
対策の懈怠を主張して、当該行政庁を被告として、規制を開始または強化するよう求めて提起するもの
（以下、 「行
政庁に対する気候変動対策促進訴訟」と呼ぶ）
、②行政庁の規制によって気候変動対策を要求される事業者が、当該行
政庁を被告として、規制の合憲性や合理性を争うために提起するもの
（以下、 「行政庁に対する気候変動対策抵抗訴
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《論
　　
説》
アメリカにおける気候変動訴訟とその政策形成および
 
事業者行動への影響（一）
大
　
坂
　　
恵
　
里
訟」と呼ぶ）
、③州や私人らが、温室効果ガスを大量に排出する事業者を被告として、温室効果ガスの排出量削減
や、気候変動が原因であると主張する損害―土地の浸食など―の賠償を求めるために提起するもの
（以下、 「気候変
動ニューサンス訴訟」と呼ぶ）
がある。これら以外にも、大気中の温室効果ガス濃度を増加させないことを目的の一
つとする石油・石炭火力発電所の建設差止訴訟、連邦政府や州政府が関与するプロジェクト おいて気候変動への影響を考慮しないことの是非が争点となるような国家環境 策法
（
N
ational E
nvironm
ental P
olicy A
ct ）
および同種
の州法に基づく訴訟なども、気候変動訴訟の範疇に入 と言えよう。　
日本においても、気候変動対策は喫緊の課題となっており、電力会社一一社に対して原子力発電に依存しない二
酸化炭素排出量削減を求める調停申請が公害等調整委員会 却下されたことについて、そ 取消しを求める訴訟が提起されている。二〇〇四年の行政事件訴訟法改正によ 原告適格に関する九条二項の新設、義務付け訴訟や差止訴訟の法定 等が環境行政訴訟を活性化しているこ 、そして、従来から環境問題に対しては損害賠償請求 ・差止請求訴訟が展開されてきたこ 考えれば、今後も、気候変動対策として訴訟が活用される可能性があ 。したがって、気候変動対策とし 訴訟 活用 て るアメリカの 向を知っておくこ が有益であろう。　
アメリカの気候変動訴訟については、既に判例評釈も含めて複数 研究成果が日本語でも公表されている
（
1）
が、本
稿では、訴訟が気候変動対策に関す 連邦や州の政策形成と事業者の行 ど ような影響を与 ているのかを考察し、日本への示唆を検討することに主眼を置く。そこで、一連の気候変動訴訟 うち、政策形成および事業者行動に特に大きな影響を与えていると考えられ ①から③ タイプの訴訟に注目する。② タイプの気候変動訴訟ついては、第二章で気候変動訴訟の政策形成への影響を論じていく際に紹介す で 次章では ①と③のタイプの気候変 訴訟 ついて紹介する。
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第一章
　
気候変動訴訟の展開
一
　
行政庁に対する気候変動対策促進訴訟
1　
背景
　
アメリカは、温室効果ガス最多排出国であるが、ジョージ・Ｗ・ブッシュ政権時代
（二〇〇一年～二〇〇九年）
は
国内外で気候変動対策に消極的であり続けた。ブッシュ大統領は、二〇〇一年三月二八日に京都議定書からの離脱を表明
（
2）
し、二〇〇二年二月一八日に京都議定書への代替案として気候変動政
（
3）
策を公表したが、それは、二〇一二年
までの一〇年間 、産業界が自主的にＧＤＰ当たりの排出量を一八％削減するという、経済成長を抑制しない程度の削減目標を提示したに過ぎなかった。　
しかし、アメリカ全体がこのような連邦の気候変動対策に賛同していたわけではない。一部の州は、気候変動対
策を積極的に推進してき
（
4）
た。なかでも、ニューヨーク州を含む北東および中部大西洋沿岸地域の九州は、合衆国初
の市場に基づく規制プログラムである地域的温室効果ガス・イニシアティブ
（
R
egional G
reenhouse G
as Initiative, 
R
G
G
I ）
を二〇〇九年に開始し、二〇一八年までに電力部門からの二酸化炭素排出量を一〇％削減することを目標
として、排出量取引を実施してい
（
5）
る。また、カリフォルニア州では、二〇〇六年に地球温暖化対策法
（
C
alifornia 
G
lobal W
arm
ing Solution A
ct ） （
A
B
32 ）
を成立させ、同法に基づくキャップ・アンド・トレード・プログラ
（
6）
ム
が
二〇一二年一月一日に施行された。これにより、温室効果ガス排出量を二〇二〇年までに一九九〇年レベルに削減することを目標として、二〇一三年から排出量取引を実施することになってい
（
7）
る。さらに、同州は、カナダの四州
と西部気候イニシアティブ
（
W
estern C
lim
ate Initiative, W
C
I ）
を形成してい
（
8）
る。
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こうした州レベルでの積極的な取組みにおいて障害となるのが、連邦法による専占
（
preem
ption ）
である。連邦
国家であるアメリカにおいて連邦法と州法が抵触する場合には、合衆国憲法第六編二項の最高法規条項に基づいて連邦法が優先するのであ
（
9）
り、大気汚染防止法
（
C
lean A
ir A
ct, C
A
A
）
二〇九条ａ項は、連邦以外の自動車排出基準
は同法によって専占されると明示的に規定している。唯一カリフォルニア州が、ＣＡＡ二〇九条ｂ項⑴および⑵基づいて、連邦環境保護庁
（
E
nvironm
ental P
rotection A
gency, E
P
A
）
からの承認を受けることを条件に、連邦基準
よりも厳しい基準を適用す ことが可能になってお
（
10）
り、二〇〇五年一二月には、同州大気資源局
（
A
ir R
esources 
B
oard ）
が、温室効果ガスを大気汚染物質とみなすパブリー法
（
P
avley A
ct ） （
A
B
1493 ）
に基づいて、州内で販売さ
れる二〇〇九年モデルの乗用車・小型トラックからの二酸化炭素排出量を二〇一六年までに三〇％削減することを義務付ける規則を制定 ＥＰＡの承認を求めたが、承認を得られたのは、オバマ政権に代わった二〇〇九年 月になってからであっ
（
11）
た。
　
このような状況の中、気候変動対策に積極的な州や環境保護団体は、連邦政府の気候変動対策を促すために訴訟
を提起してい た。次に紹介する
M
assachusetts v. E
P
A
事件は、それらの訴訟のうち、合衆国最高裁判所が初め
て判断を下 たものであった。
2　
M
assachusetts v. E
P
A
事
（
12）
件
（
1）事実の概要と下級審の判断
　
ＣＡＡ二〇二条ａ項⑴は、ＥＰＡが、 「公衆の健康や福祉を危険にさらすと合理的に予期される大気汚染を発生
させるかそれを助長すると判断する、新品の自動車類または新品の自動車エンジン類からの大気汚染物質の排出に
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適用される基準を、本条に従い、規則によって定める…ものとする」と規定してい
（
13）
る。
　
一九九九年一〇月二〇日、環境保護団体らが、ＥＰＡに対して、二〇二条ａ項⑴を根拠として、新車からの温室
効果ガスの排出規制を求める規則制定の請願を提出したが、二〇〇三年九月八日、ＥＰＡは、⑴ＣＡＡが同庁に地球規模の気候変動に対処する規則を発する権限を与えていない ⑵たとえ権限を有すると も現時点で規則を制定することは賢明ではない、という理由から請願を棄却し
（
14）
た。そこで、マサチューセッツ州
（
15）
らが、ＤＣ巡回区合衆
国控訴裁判所にＥＰＡ 決定の審査を求めたところ、二〇〇五年七月一五日、控訴裁は、ＥＰＡの規則制定拒否が二〇二条ａ項⑴に基づく裁量権の適切な行使であると判断し、マサチューセッツ州ら 訴え 棄却し
（
16）
た。二〇〇六
年六月二六日、合衆国最高裁はマサチューセッツ州らの裁量上訴の申立 を受理し
（
17）
た。
（
2）最高裁の判断
　
①争点
　
最高裁での争点は、⑴原告らのうち少なくとも一人が原告適格を有するか、⑵ＥＰＡがＣＡ 二〇二条ａ項⑴に
基づいて新車からの温室効果ガスの排出を規制する 限を有 か ⑶ＥＰＡが権限 有する らば、規則制定拒否の理由が同条に合致するか、であった。　
②法廷意見
　
最高裁は、五対
（
18）
四で原判決を破棄して原審に差し戻した。
　
スティーブンス裁判官による法廷意見 原告適格について、先例である
L
ujan v. D
efenders of W
ildlife
合衆国
最高裁判
（
19）
決
を引用し、⑴訴訟当事者は現実または急迫な具体的で個別化された事実上の被害
（
injury in fact ）
を受
けていること、⑵被害が被告に結びつけられること
（
traceability ）、⑶訴訟当事者に有利な判決が被害を救済でき
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ること
（
redressability ）
を証明しなければならないが、連邦議会によって自己の具体的な権利を保護する手続的権
利―本件では行政庁の違法な不作為に異議を申し立てる権
（
20）
利―を付与された訴訟当事者は、救済可能性と急迫性に
関する通常の基準を全て満たさ くても権利を主張することができること、そして、州は、準主権者としての能力で、州内の土地と大気全てに、州民の権原とは独立した、その背後にあ 利益を有することから、マサチューセッツ州は原告適格の分析におい 特別に配慮される資格がある という前提に立っ
（
21）
た。そのうえで、⑴事実上の被害
について、地球温暖化に伴う海面上昇はマサチューセッツ州 既に害しており害し続けるであろうこと ⑵因果関係について、壊滅的被害 危険は遠 が現実のものであること、⑶救済可能性について、その危険はマサチューセッツ州が求める救済が認められるならばある程度緩和 であろうことを理由に、マサチューセッツ州の原告適格を認定し
（
22）
た。
　
本案において、法廷意見はまず、
C
hevron U
.S.A
., Inc. v. N
atural R
esources D
efence C
ouncil Inc. 合衆国最高裁
判
（
23）
決に基づいて行政庁の広範な裁量権を認めたが、規則制定の拒否について、極めて限定的ではあるが司法審査の
対象となる余地があると判断し
（
24）
た。
　
そして、ＥＰＡが、ＣＡＡに基づいて、新車からの温室効果ガスの排出を規制する権限を有するかどうかについ
て、温室効果ガスがＣＡＡの「大気汚染物質」の広範な定義に十分に当 まると判断し、ＥＰＡの規制権限を認定し
（
25）
た。
　
そのうえで、ＥＰＡが規則制定を拒否したことについて、その理由付けが以下のとおり不十分であると認定し
た。　　　　
「ＣＡＡ二〇二条ａ項⑴は、ＥＰＡの規則制定のためにはＥＰＡによる『判断』の形成を必要条件として
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いるが、その判断とは、大気汚染物質が『公衆の健康や福祉を危険にさらすと合理的に予期される大気汚染を発生させるかそれを助長する』かどうかに関連していなければならない。…
　　　　
ＥＰＡは、合衆国内の温室効果ガスの規制が大統領による主要途上国との排出規制に関する交渉力を弱め
るとか、個々の自動車の排出規制が断片的で非効率的な方法である、といった主張をしている。しかし、これらの政策的考慮は、温室効果ガス排出が気候変動を助長するかどうかに何の関係もない。ましてや、科学的判断を拒否するため 正当事由とはならない。…
　　　　
ＥＰＡは、気候変動の不確実な諸要素を指摘することや、それゆえに現時点で規則制定をしないことが良
策であると結論す ことによって 大気汚染から公衆を保護すべきＣＡＡに基づく義務を避けることはできない。もし、温室効果ガスの問題が合理的判断を禁ずるほどに科学的に不確実な問題であるのならば、ＥＰＡはそう言わなければな ない。…制定法上の問題は、温室効果ガスの危険性を認定するだけの十分 情報が存在するかどうかであ
（
26）
る。 」
　
法廷意見は、ＥＰＡの行為が、専断的かつ恣意的で、法律に従っていなかったと判断し、差戻し後、ＥＰＡは、
法律上の作為または不作為について理由を述べなければならない、と命じ
（
27）
た。
3　
大気信託訴訟
　
オレゴン州に本拠を置く
O
ur C
hildrenʼs T
rust （
O
C
T
）
は、現在および将来の世代のために気候系を保護するこ
とを目的とする非営利団体であ
（
28）
る。ＯＣＴは、二〇一一年以降、複数の法域で公共信託理論に基づく気候変動訴訟
―大気信託訴訟
（
atm
ospheric trust litigation ）
―を展開してい
（
29）
る。
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公共信託理論とは、政府が、自然資源を市民の利益のために信託されたものとして保有し、そのような自然資源
を守る義務を負うとする理論である。　
公共信託理論のルーツはローマ帝国にあ
（
30）
る。ローマ法は、自然法上人類に共通のもの
（共通物）
として、空気、
流水、海、海岸を挙げてお
（
31）
り、特に海岸および海の利用については万民法に属し、誰でもそれらを利用することが
できるとされてい
（
32）
た。イギリスでは、ノルマン人の征服後にウィリアム一世が国内全ての土地の権利を取得して以
来、国王が公衆による海岸の利用や狩猟・漁撈を制限してきたが、マグナ・カルタの発布により、国王が可航水域の公共的利用を妨げることは禁じられ
（
33）
た。
　
アメリカにおける公共信託理論は、
Illinois C
entral R
ailroad v. Illinois
事件において明示された。合衆国最高裁
は、一八九二年 ミシガン湖の湖岸について以下のとおり判示した　　　　
「州は、我々が既に示したコモン・ローによって潮水下にある土地の権原を保有するのと同様の範囲内でミシガン湖の可航水域下にある土地の権原を保有する。…それは、州民のために信託されたものとして保有された権原であ
（
34）
る。 」
　
さらに、合衆国最高裁は、一九八六年、
G
reer v. C
onnecticut
事件において、以下のとおり述べた。
　　 　
「州に授けられた権限または統制権は、この共有された所有権から生じており、政府が有する他の全て権限と同様に、人民の利益をもたらすための信託財産として行使され べきであり 人 とは区別された政府を利するための特権として、 るいは公益とは区別された私人の利益のために行使されるべきではない。…その所有権は、人民の一体化された主権において、人民のも なのであ
（
35）
る。 」
　
公共信託理論は、連邦の判例のみならず、州の判例においても、そして一部の州では憲法上でも認められてお
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り、その適用範囲も可航水域と海岸に限定されているわけではな
（
36）
い。大気信託訴訟の提唱者は、ローマ法において
は大気も共通物であったことを根拠に、信託財産＝大気の受託者である政府が気候変動対策を怠っている場合に、受益者である市民が原告となって、政府 対してその信任義務
（
fiduciary duty ）
を履行するよう、すなわち、気候
変動対策を行うよう求めるこ ができると主張す
（
37）
る。また、気候変動対策に積極的な州であれば、信託財産＝大気
の受託者という地位に基づき、その信託財産を守るために、気候変動対策を怠っている他州や連邦政府に対して、気候変動対策を行 よ 求めることができる も主張してい
（
38）
る。
　
他の気候変動訴訟と同様に、司法判断適合性の問題など原告が克服しなければならない障害は大きいが、注目に
値する訴訟である。
二
　
気候変動ニューサンス訴訟
1　
背景
　
気候変動に関する政府間パネル
（
Intergovernm
ental P
anel on C
lim
ate C
hange, IP
C
C
）
第四次評価報告書統合報告書
では、識別可能な人間の影響が平均気温以外の気候のその他 側面にも及んでいることが明らかになったとして、海面水位上昇への寄与や温帯低気圧の進路への影響などを指摘してい
（
39）
る。さらに、同報告書では、二一世紀半ばか
ら後期ま の予測に基づいた起こりうる の例として、強 熱帯低気圧の活動度の増加や極端 高潮位の発生の増加を挙げてい
（
40）
る。
　
気候変動ニューサンス訴訟の原告らは、温室効果ガスを大量に排出することがニューサンス等の不法行為に該当
するという前提で、温室効果ガス大量排出事業者の民事責任を追及している。原告ら 求める救済 内容は、温室
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効果ガス排出量の削減および／あるいは気候変動によって現在生じている損害および将来生じうる損害についての賠償である。次に紹介する
A
E
P
 v. C
onnecticut
事件は、温室効果ガス排出量の削減請求訴訟
（差止請求訴訟）
のう
ち、合衆国最高裁が初めて判断を下したものであった。
2　
A
E
P
 v. C
onnecticut 事
（
41）
件
（
1）事実の概要と下級審の判断
　
二〇〇四年七月、コネチカット州を含む複数の州およびニューヨーク市からなる原告団と複数の環境保護団体か
らなる原告団が、それぞれ、大手電力会社五社に対する訴訟をニューヨーク南部地区合衆国地方裁判所に提起した。両原告団とも、被告らが排出する二酸化炭素が地球温暖化に寄与することで公衆の権利を妨害しており、それは州際に及ぶニューサンスに関する連邦コモン・ローまたは州不法行為法違反であると主張し、被告らがそれぞれ二酸化炭素排出量の上限を定めて最低一〇年間は毎年一定割合で排出量を削減していくこ を義務付ける内容の判決を求めた。　
二〇〇五年九月一五日、地裁は、それぞれの差止訴訟を、司法判断に適さない政治的問題を提示しているという
理由で却下し
（
42）
た。原告らは第二巡回区合衆国控訴裁判所に控訴した。二〇〇九年九月二一日、控訴裁は、原判決を
破棄し
（
43）
た。まず、本件の司法判断適合性につい
（
44）
て、それぞれの差止訴訟は政治的問題の法理によって禁じられない
とし、また、原告適格も認め
（
45）
た。本案については、原告全員がニューサンスに関する連邦コモン・ローに基づく請
求の原因を陳述しており、原告らの請求権は連邦制定法であるＣＡＡによって排除
（
displace ）
されないと判断し
（
46）
た。それは、控訴裁が本件を判断している時点では、ＥＰＡがＣＡＡに基づく温室効果ガス規則を発布しておら
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ず、ＥＰＡが規則制定過程を完了するまでは、同規則が原告らにより提起された特定の問題を直接的に取り扱っているのかどうかを推測することができない、という理由によるものであっ
（
47）
た。被告らは合衆国最高裁に裁量上訴の
申立てを行い、二〇一〇年一二月六日、最高裁が受理し
（
48）
た。
（
2）最高裁の判断
　
①争点
　
最高裁における争点は、原告らが二酸化炭素排出事業者に対して連邦コモン・ロー上のパブリック・ニューサン
スに基づく請求権を維持できるかどうかであった。　
②法廷意見
　
二〇一一年六月二〇日、最高裁は、八対
（
49）
〇で、ＣＡＡおよび同法が授権するＥＰＡの行為が原告らの請求権を排
除すると判断し、原判決を破棄して原審に差し戻した。　
ギンズバーグ裁判官による法廷意見は、原告適格について、州が原告に含まれていたことから、
M
assachusetts 
v. E
P
A
合衆国最高裁判
（
50）
決に基づいて、本件の原告らの少なくとも一部について原告適格が認められると判断し
（
51）
た。
　
続いて、本案については、以下のとおり判断した。
　　 　
「本法廷は、ＣＡＡおよび同法が授権するＥＰＡの行為が、化石燃料による火力発電所からの二酸化炭素排出量の削減を求める連邦コモン・ロー上の請求権を排除すると判断した。
M
assachusetts
判決は、二酸化
炭素の排出を、ＣＡＡに基づく規則の対象となる大気汚染とみなすことを明らかにした。そして、同判決が、被告らのプラントからの二酸化炭素の排出について同法が『直接的に言及 ている』ということも同様に明らかにしている、と本法廷は考える。
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同法は、執行のための複数の手段も提供している。
　　
もし、ＥＰＡが特定の汚染物質または汚染源に関して排出量の上限を定めないのならば、州や私人はその
事柄に関して規則制定を行うよう申し立てることができるし、ＥＰＡの対応は連邦裁判所で審査されうる。かくして、ＣＡＡ自体が国内の発電所からの二酸化炭素の排出を制限しようとする手段を与えており、それは、連邦コモン・ローを行使することによって原告らが求めてい のと同じ救済であ 。両者を平行させる余地 ないのであ
（
52）
る。 」
　　　　
「原告らは、…被告らのプラントからの排出を規制する基準を設定するまでは連邦コモン・ローは排除されないと主張する。本法廷はそれに同意しない。…
　　　　
重要な点は、連邦議会が発電所からの二酸化炭素排出を規制するかどうか、どのように規制するかという
判断をＥＰＡに委任しているということであり、その委任が連邦コモン・ローを排除するということである。
　　　　
ＥＰＡの判断が司法審査を免れることはないだろう。本件の原告らがＥＰＡ 今後の規則制定の結果に不
満足であ のならば、彼らの頼みの綱は、控訴裁判所の司法審査を求めることであり、最終的には裁量上訴の申立てをす ことである。
　　　　
実際のところ、Ｃ Ａが、意思決定の順序について、第一次決定者を専門的な行政機関、第二次決定者を
連邦裁判官と定めてい が、連邦不法行為法に基づ 司法 決によって排出基準を設定することに本法廷が抵抗するもう一つの理由である。特定の温室効果ガス産出部門 おい どの程度の規制が適切かについて、他と無関係に定めることはでき い すなわち、国内政策または国際政策 おける他 問題と もに、
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競合する利益に関する情報に基づく評価が必要とされるのである。
　　　　
ＣＡＡは、まずＥＰＡに、州の規制者と共同でそのような衡量を行うことを委ねている。
　　
専門の行政機関は、疑いなく そ 場限りの個別的なインジャンクションを発する個々の地方裁判所裁判
官よりも温室効果ガス排出規制という仕事をする体制 整っている。連邦裁判官は、行政機関がこの命令に関する問題に対処するために利用でき 科学的・経済的・技術的資源を欠いてい のである。
　　　　
これらの障害にもかかわらず、原告らは、個々 連邦裁判官が、最初にどのくらいの二酸化炭素排出量が
『不合理である』のかを判断し、それからどの程度の削減が『実際的で、実現可能で経済的に実行可能』か決定するよう提案している。
　　　　
どの連邦裁判所にも提起されうる訴訟において、原告が連邦裁判官に委ねようとしている判断は、連邦議
会が定めた意思決定制度とは折 合いが付けられない。ＥＰＡに温室効果ガス排出量の上限 設定する権限を与える法律があるにもかかわらず、連邦裁判官が同様の制限を設定することが可能である 判断したことにおいて、第二巡回区は誤ったのだ、と本法廷は 断
（
53）
る。 」
　
このように、最高裁は、連邦コモン・ロー上のニューサンスに基づく請求権については排除されると判断した
が、州法に基づく請求については、原審が判断しなかったこと、最高裁においても両当事者ともに専占に関する書面を提出せず州のニューサンス法に基づく請求権の適用可能性についても主張しなかったことから、差戻審での検討に委ね
（
54）
た。
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3　
その他の気候変動ニューサンス訴訟
（
1）損害賠償請求訴訟
　
A
E
P
 v. C
onnecticut
事件は差止請求訴訟であったが、以下で紹介する四つの事件のうち、
K
orsinsky
事件以外は
損害賠償請求訴訟である。
K
orsinsky
事件および
C
alifornia
事件は既に終結している。
　
①
K
orsinsky v. E
nvironm
ental P
rotection A
gency
事件
　
二〇〇五年一月、ニューヨーク州民である
K
orsinsky
は、ＥＰＡ、ニューヨーク州環境保全局、ニューヨーク市
環境保護局が、二酸化炭素を排出し、自らが考案した二酸化炭素の排出を削減する措置を実施しないために地球温暖化に寄与していると主張して、連邦コモン・ロー上のパブリック・ニューサンスまたは州法上のパブリック・ニューサンスに基づき連帯して責任 負うとして、被告らが地球温暖化に寄与しないこと、そのために自らが考案した措置を実施することを求めて、ニューヨーク南部地区合衆国 裁に本人訴訟を提起した。　
地裁は、
K
orsinsky
が原告適格を欠くとして、本件を却下し
（
55）
た。
K
orsinsky
は第二巡回区合衆国控訴裁に控訴し
たが、原判決が維持され
（
56）
た。
　
②
C
alifornia v. G
eneral M
otors C
orporation
事件
　
二〇〇六年九月、カリフォルニア州は、自動車メーカー六社が製造する自動車から排出される二酸化炭素が地球
温暖化に寄与していることに連帯責任を負う 主張し 連邦コモン・ロー上のパブリック・ニューサンスまたは州民法典上のパブリック・ニューサンス 基づき、カリフォル ア北部地区合衆国地方裁判所に損害賠償請求訴訟を提起した。前述のとおり 州独自の自動車排ガス規制につい ＥＰＡの承認が得られない状況下での苦肉の策であった。
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二〇〇七年九月一七日、地裁は、気候変動対策が公共政策ひいては外交政策に関わる点で政治的問題を提示して
いるため、原告の請求には司法判断適合性がないとして、本件を却下し
（
57）
た。カリフォルニア州は、第九巡回区合衆
国控訴裁判所に控訴したが、オバマ政権に代わってから気候変動対策が進展していることを理由に、二〇〇九年六月一九日に控訴を取り下げ
（
58）
た。
　
③
C
om
er v. M
urphy O
il U
SA
事件
　
ミシシッピ州に居住する
C
om
er
らは、州内の石油会社、石炭会社、電力会社、化学会社が地球温暖化に寄与し
た結果、海面が上昇し、ハリケーン・カトリーナの勢力が拡大したために、原告ら個人および公共の不動産 破壊したと主張して、州コモン・ロー上のパブリック・ニューサンス、プライベート・ニューサンス、トレスパス、ネグリジェンス等に基づき、填補的損害賠償および懲罰的損害賠償を求めるクラス・アクション ミシシッピ南部地区合衆国地方裁判所 提起した
（
C
om
er I ）。
　
地裁は、原告適格の欠如と政治的問題を理由に、本件を却下し
（
59）
た。二〇〇九年一〇月一六日、第五巡回区合衆国
控訴裁判所は、原告適格を認め、原告らの請求が政治的問題を提示しないとして、地裁に差し戻す判決を出し
（
60）
た。
その後、被告側による大法廷での再弁論の申立てを一旦は認めた
（
61）
が、二〇一〇年五月二八日、裁判官の回避等に
よって再弁論のための定足数に達しないという事態が生じ ため、同申立てを却下したうえで、原審での本件却下の判断を維持し
（
62）
た。同年八月二六日、原告らは、控訴裁の判断を破棄することを求めて、合衆国最高裁に職務執行
令状 申立てを行ったが、二〇一一年一月一〇日 最高裁が申立てを却下したため、地裁での本件却下という判断が確定し
（
63）
た。
　
その後、二〇一一年五月二七日、再び
C
om
er
が代表原告となり、
C
om
er I
の被告数を上回る九〇社を超える企
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業に対して、州法上のパブリック・ニューサンスおよびプライベート・ニューサンス、トレスパス、ネグリジェンスに基づく填補損害賠償、懲罰的損害賠償その他適切なエクイティ上の救済と、連邦法が州不法行為法上の請求を専占しないという宣言的判決を求めるクラス・アクションを、
C
om
er I
と同じミシシッピ南部地区合衆国地裁に提
起した
（
C
om
er II ）。二〇一二年三月二〇日、地裁は、本請求が本質的には
C
om
er I
の請求と同一であると判断し、
既判力および争点効を理由に本件を却下した。さらに、地裁は、本件が原告適格を欠くこ 政治的問題を提示していること、ＣＡＡが州不法行為法を専占すること、原告らの請求権が時効消滅していること、そして、被告らの排出が原告らの被害の近因となっていることを原告らが証明できていないことを付言
（
64）
た。四月一六日、原告らは
控訴し
（
65）
た。
　
④
N
ative V
illage of K
ivalina v. E
xxonM
obil C
orporation
事件
　
二〇〇八年二月、アラスカ州キヴァリナ村落
（人口約四〇〇人のイヌピアット・エスキモーの村）
は、石油会社、
電力会社、石炭会社が連帯して地球温暖化 寄与し ために 村落の土地が大規模 浸食 受けており、将来には移住を余儀なくされるとして
（その費用を九五〇〇万～四億ドルと予想）
、連邦コモン・ロー上のパブリック・
ニューサンス、州コモン・ロー上のプライベート・ニューサンス パブリック・ニューサンス等に基づいて、カリフォルニア北部地区合衆国地裁に損害賠償請求訴訟を提起した。本件は、原告らがアラスカ先住民であることから、気候変動問題において環境正義
（
environm
ental justice ）
をどのように実現していくべきかという観点からも注
目されている。　
二〇〇九年九月三〇日、地裁は、連邦コモン・ローに基づく請求については政治的問題を提示しており原告適格
もないと判断し 州コモン・ローに基づく請求につい は付加管轄権を否定し
（
66）
て、本件を却下し
（
67）
た。二〇一二年五
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月時点で、第九巡回区合衆国控訴裁に係属中である。（
2）気候変動ニューサンス訴訟からの派生訴訟―
A
E
S
 C
orp. v. S
teadfast Ins. C
o. 事件
　
K
ivalina
事件の被告となっている電力会社ＡＥＳは、保険会社
Steadfast
の企業総合賠償責任保険に加入してい
た。ＡＥＳが
Steadfast
に対して
K
ivalina
裁判に必要な弁護と損害に関する補填を要求したところ、
Steadfast
は
一旦は弁護を提供したものの、ＡＥＳは「事故」
（
occurrence ）
による財産被害を受けたわけではないので保険の対
象外であり、かつ、ＡＥＳを弁護する義務も負わない、という内容の宣言的判決を求める訴訟をヴァジニア州巡回裁判所
（同州において一般管轄権を持つ第一審裁判所）
に提起した。裁判所は、本件訴訟が提起された原因である
K
ivalina
事件の原告らがその訴状の中で保険が適用される「事故」を主張していないことを理由に、
Steadfast
は
ＡＥＳを弁護する義務を負わないと判断し
（
68）
た。二〇一一年九月一六日、ヴァジニア州最高裁判所も、
Steadfast
が
弁護する義務も損害を補填する義務も負わないと判断し
（
69）
た。二〇一二年一月一七日、最高裁は、ＡＥＳの再弁論の
申立てを認めた
（
70）
が、四月二〇日、再度、巡回裁判所の判決を維持し
（
71）
た。
三
　
小括
　
本章では、アメリカにおける気候変動訴訟のうち、行政庁に対する気候変動対策促進訴訟と気候変動ニューサン
ス訴訟の展開を紹介した。　
M
assachusetts v. E
P
A
合衆国最高裁判決が州の原告適格を「特別な配慮」を前提に認めたことは、他の気候変
動訴訟に大きな影響を与えた。実際、
A
E
P
 v. C
onnecticut
事件において、合衆国最高裁は、原告適格については
ほぼ論じることなく本案の検討に進んだ。今後、少なくとも現在の合衆国最高裁裁判官 構成が維持される限り
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注（
1）　
例えば、平尾禎秀「米国の連邦レベルの展開―司法判断の影響と連邦行政府の国内政策の手法―」環境研究一四六号八三―
八六頁（二〇〇七年） 、同「アメリカの司法における温暖化関連訴訟の動向」ジュリスト一三五七号八〇―八六頁（二〇〇八年）がある。
（
2）　
P
resident G
eorge W
. B
ush, P
ress C
onference by the P
resident （
M
ar. 29, 2001 ）, available at http://georgew
bush-w
hitehouse.
は、州を原告に含む気候変動訴訟が原告適格の欠如を理由として却下されることはないと思われ、原告適格要件が大きな障害となっていた環境保護派にとって好ましい展開となった。一方で、
M
assachusetts
判決が、温室効果ガ
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